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もう少 し付言 してお こ う｡PAIは,連邦法
(theDevelopmentalDisabilitiesAssistance
andBilofRightsAct)に基づき1978年に設








































域では,貧困戦争 とい う言葉が普及 した1960
年代から,｢福祉 と法｣が従来 とは異なる意味
で ｢一定の結びつき｣を保持することになった
ことは無視できない｡このことは,1960年代,
70年代の福祉裁判の展開,経済機会法等に基
づ くコミュニティ活動への貧困者の活動を援助
する弁護士の活動,規則制定手続への貧困者の
参加を制度化するための立法の制定への弁護士
の寄与等々にも示されている｡こうした多様な
｢福祉 と法｣に係る活動を巡る広が りは,アメ
リカ障害者法やナーシングホーム改革法をめぐ
る弁護士 と障害者等 との関わりの中にも示され
ている｡
貧困者のための法律事務所には,連邦補助金
が交付 されることになり,貧困者や高齢者や障
害者の人権を擁護するために法廷闘争を行 う弁
護士達に法的ア ドヴァイスを提供することで,
法的支援を提供するクリアリング-ウスが,逮
邦補助金によって設立されることになったのも
前述のような動きと無関係ではないだろう｡貧
困者や高齢者の人権を擁護する法律事務所には,
連邦補助金を受けている法律事務所の他に,逮
邦補助金を受けずに,無償で貧困者の法的救済
にあたっている法律事務所 もある｡後者の法律
事務所には,市民から寄附を受けることが法律
で認められている (前者は,寄附を受けること
ができない とされている)｡
こうした貧困者や障害者 と法の関わりの広が
りには,貧困者や障害者への援助が法曹の倫理
とされてきたこと,そうした発想を促すアメリ
カにおける自由 ･平等についての人権意識の浸
透が大きく影響 していると考えられる｡もとよ
りアメリカにおける人権のあり様には,問題が
ないわけではないが,私的自治を中心に,地域
が具体的対策の主導権を握 ってい く姿勢には学
ぶべき点も少なくない｡特にアメリカにおいて
は,以上のような背景のもとに,｢福祉 と法｣
の関係が構築されてきていることをもう一度確
認 しておきたい｡
わが国においても,本来はアメリカのような
授業が法務研究科において行われるべ きことは
その誕生の経緯からしても当然のことのように
思われる｡ しかしわが国の法務研究科の現状を
かえりみればそこにはい くつかの媒介項が必要
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であることも認めざるを得ないのが現状だろう｡
現在,法務研究科においては,クリニックが実
施され,そこには法務研究科の学生も参加 して
いることは周知のとおりであるが,当該クリニ
ックは,伝統的なクリニックであり,アメリカ
で実施されているようなクリニックとは異なる
もののように見受けられる｡
筆者の属する法学研究科では,本年いわゆる
パラリーガルといわれる職種についている人々
や公務員,精神医学や社会福祉等の関連諸領域
の従事者,約 100名を主たる対象として統一テ
ーマ ｢自己決定支援のあり方 と法制度｣と題す
る連続講座を,複数の弁護士の方々の強力な援
助を得て開催中である｡当該講座についてのア
ンケートの結果によれば,今までの講座で受講
者が特に興味を持 ったテーマとしては,｢自己
決定支援 と成年後見制度｣｢インフォーム ドコ
ンセントと本人の意思に基づかない医療｣がい
ずれも70%強の支持を得ている｡また今後の
講座で予定されているテーマのうち,興味ある
テーマとしては ｢精神障害 ･知的障害と社会保
障 ･社会福祉制度｣｢精神障害のある人の刑事
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責任能力,民事責任能力,問題行動への対処｣
｢欧米の精神障害関係法に学ぶ面接援助技法｣
に60%前後の関心が寄せられてお り,本稿の
冒頭で述べたような問題意識が関係者の中に具
体的な形で浸透 し始めていることが読み取れる｡
前記連続講座には,法務研究科の複数の学生
ち,法務研究科のリーガルエディケ-ションの
一環 として参加 し,多忙な日程をやりくりして
意欲的に参加されている｡このような連携が実
現 した背景には,連続講座への参加について学
生からの要望があったと聞くが,それに応えて
下さった関係の先生方にも敬意を表 したい｡法
学研究科 としても,これらの学生の方々の要望
にこたえられるようにさらに努力を重ねていき
たいと考えている｡
述べてきたような試みを積み重ねつつ,神奈
川大学においても,法務研究科,法学研究科,
法学研究所付属の地方自治センターや人材セン
ターが連携をとり,障害者や高齢者のためのク
リニックを開設 し,社会に開かれた大学への要
請に具体的に応えていかれる日を夢みている｡
